
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

平成22年度 広島県海田町

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

649

会計名 歳入
地方債
現在高

歳出 形式収支

538

一般会計等

公営企業会計等

一般会計 9,496 8,848

実質収支
他会計等からの

繰入金
当該団体からの

貸付金

9,6766

地方公社・第三セクター等名 経常損益
当該団体からの

補助金
備考

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
出資金

純資産又は
正味財産

実質赤字額

9,676 -9,496 8,848 649 538

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方
債）現在高

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考

国民健康保険特別会計 2,816 2,809 7 7

会計名
総収益

（歳入）

1介護保険特別会計 1,528 1,527 1

42 -

- -

216 - -

134 -

-

後期高齢者医療特別会計 231 231 0 0

- -

- -

17 -1

42

老人保健特別会計 1 0 1

174 法適用水道事業会計 409 367

-

- -3 890

公共下水道事業特別会計 1,466 1,429 37 法非適用37 4,933303 9,673

連結実質赤字額

4,933 -220 -10,563

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

一部事務組合等名
総収益

（歳入）
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）

19 19 -

企業債（地方
債）

現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

安芸地区衛生施設管理組合（安芸地区広域ごみ焼却場事業
特別会計）

1,148 1,093 55

-安芸地区衛生施設管理組合（一般会計） 558 539

55 -

-

1,842 466

広島県市町総合事務組合（一般会計） 8,437 8,437 - - 596 - -

-0 - -広島県海田高等学校財産組合（一般会計） 0 - 0

後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,012 964 - 48 47 - -

2,553後期高齢者医療広域連合（特別会計） 334,746 334,744 - 1 - -

123 1,842 466

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

-

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

-

平成21年度 平成22年度内訳

- - - -

-

10,213,550

分母比 平成20年度平成21年度 平成22年度平成20年度分母比 区分

10,810,969一般会計等に係る地方債の現在高 9,675,759

債務負担行為に基づく支出予定額 

-

-154,680 127,845 いわゆる五省協定等に係るもの

分母比

2.6

196.6

債
務
負
担
行
為

-

-

9.5

PFI事業に係るもの

-

地方公務員等共済組合に係るもの

-

- -

- -

-

1,233,004 1,276,129 1,285,494 26.1

33,314 32,385 31,488 退職手当負担見込額 

- -

276,432 279,983 4,933,312 国営土地改良事業に係るもの

80,222 80,221 80,222

258,528 公営企業債等繰入見込額 

539,272

100.25.3

465,939

1,456,828

181,515社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

4,941,805

将来負担額

- 181,515

1.6 組合等負担等見込額 

1,317,6030.6

611,636

5,045,189

-- --

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

連結実質赤字額 --

-

-

- - - -

- - -

127,845

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

1,164,751

154,680

(エ) 17,863,528

- - -

1,668,718 -

組合等連結実質赤字額負担見込額 分母比

1,655,732 2.61,622,972

-

- - - -

平成20年度 平成21年度 平成22年度

100.2

-

-

5,045,189

-

- -

-引き受けた債務の履行に係るもの

-

-

4,941,805

- -

-

4,933,312

-

公共下水道事業特別会計16,364 0.3

企業債等
繰入見込額

その他の会計

水道事業会計

14,470,270

- -

-

-- -

- -

-

14,054,264

11,907,014

-

充当可能財源等

87,529

- 2,059,721

- -

(オ)

充当可能基金 

充当可能特定歳入 

基準財政需要額算入見込額 -244.3

-

68.6 38.2

14,050,32432,285 31,413 0.6

- - - -

33,157

78.3

-

- -

- -

- -

-

--

-

-

-- -

-

-

- -その他第三セクター等に係る将来負担額5,791,900 5,837,784 5,925,505

- -

986,260 1,003,553

公社・
三セク等

--

土地開発公社に係る将来負担額

地方道路公社に係る将来負担額-

13.7

14.3 14.0 13.1

157

4,851,524

元利償還金（公債費充当一般財源等額） 

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

準
元
利
償
還
金

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

一時借入金の利子

合計

350.0

- 15.04

財政再生基準

13.7 25.0

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

利子補給に係るもの

標準財政規模

(ア)

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳

実質公債費比率

(ウ)

10.04

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

20.00

35.00

4,863,061

928,839

実質赤字比率

将来負担比率

(イ)－(ウ)分母

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

算入公債費等の額

健全化判断比率

35.0

-

38.2

4,921,952

100 75 0.0

平成22年度(再掲) 早期健全化基準

損失補償・債務保証の履行に係るもの

(イ)

(単年度)

連結実質赤字比率

債
務
負
担
行
為

いわゆる五省協定等に係るもの その他上記に準ずるもの2,125,726

-

17,409,519 16,367,606

-

2,430,122 49.4

損失補償・債務保証の履行に係るもの

11,870,179 12,023,784

-

23.7

54,419
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